25　退職に関する規定
第○条（退　職）

１．従業員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その日を退職の日とし、従業員としての地位を失う。

(1)　死亡したとき

(2)　期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき

(3)　本人の都合により退職を届け出て会社の承認があったとき

(4)　定年に達し、継続雇用制度の希望をしなかったとき

(5)　休職期間が満了し、復職できないとき

(6)　役員に就任したとき（兼務役員を除く）

２．無断欠勤により引き続き30日を経過し所在不明となったときは、退職の申し出があったものとみなし自然退職とする。

第○条（退職手続及び遵守事項）

１．従業員が自己の都合により退職しようとするときは、２カ月前までに所属長を経て、退職届を会社に提出しなければならない。

２．従業員が退職するときは、会社が指定する日までに、会社が指定した者に完全に業務の引継ぎをしなければならない。

３．従業員が退職をする時は次に掲げるものを会社に返却及び提出しなければならない。

(1)　指定期日までに返却すべきもの

①　健康保険被保険者証

②　制服、社員証、名刺（本人及び取引先と交換したもの）

③　会社が貸与した鍵（事務所、自動車、金庫、ロッカー、机等すべてのもの）

④　会社が貸与したパソコン、携帯電話、情報端末機器、FD、CD、USBメモリ等の電子媒体

⑤　貸付金等の会社への金銭債務

⑥　その他会社が貸与した物品

(2)　指定期日までに提出すべきもの

①　退職届（一身上の都合の場合）

②　競業避止及び機密保持に関する誓約書

４．本条第３項第２号に定める誓約書が提出されない場合は、機密保持手当を不支給とし、退職金を減額することがある。

５．従業員が本条に違反した場合は、本規則の懲戒規定を適用し、退職金を減額することがある。

Copyright (C) 社労士就業規則実践研究会

